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各都道府県認知症施策担当課（室）御中 

 

 

厚生労働省老健局総務課 

認 知 症 施 策 推 進 室 

 

 

成年後見制度の利用促進に向けた市民後見人の活用の推進について 

 

 

平素より、認知症施策の推進にご尽力賜り厚く御礼申し上げます。 

認知症の人の権利擁護については、認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）

において、市民後見人養成のための研修の実施、市民後見人の活動を安定的に実施す

るための組織体制の構築、市民後見人の適正な活動のための支援等を通じて、市民後

見人の活動を推進するための体制整備等を行うこととされております。 

これまで各都道府県・市町村におかれては、地域医療介護総合確保基金の権利擁護

人材育成事業等を活用の上、市民後見人の育成等を進めていただいてきたところでは

ありますが、さらに平成 28 年度においては、家庭裁判所の管轄する地域等において

広域的に市町村及び関係機関が連携する協議会を設置するなど、市民後見人の育成及

び活用の促進を図ることを目的として、新たに「市民後見人育成・活用推進事業」を

実施することとしております。 

各都道府県におかれては、本事業の趣旨を理解いただき、地域において市民後見人

の育成等認知症の人の権利擁護に関する取組が一層促進されるよう、積極的な実施の

検討をお願いいたします。 

なお、本事業の実施に当たっては、別添のとおり、４月 26 日付で最高裁判所事務

総局家庭局第二課長事務連絡「市民後見人の育成等に関する厚生労働省の取組状況に

ついて」が発出されており、高等裁判所や家庭裁判所に対し、協議会等の出席依頼が

あった場合は、業務に支障のない限り積極的に対応いただくよう依頼いただいており

ます。 

協議会を通じて、司法側がどのような視点で後見人等を選任していくかを行政や関

係機関が共有することで、効果的な市民後見人の育成に資することになると考えられ

るので、積極的な連携をお願いいたします。 

 


